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１．当四半期決算に関する定性的情報 

当期より、「借入金利子の資産取得原価算入」について会計方針の変更を行っており、遡及処理の内容を

反映させた数値で前年同期との比較を行っております。 

 

(1) 連結経営成績に関する定性的情報 

①販売電力量 

電気事業の水力は、出水率が前年同期を下回った（109％→88％）こと等により、前年同期に対し 23.7％

減少の 45 億 kWh となりました。火力についても、発電所利用率が前年同期を下回った（当社個別：79％→

70％）こと等により、前年同期に対し 11.3％減少の 245 億 kWh となり、電気事業全体では、前年同期に対

し 13.4％減少の 294億 kWhとなりました。 

また、海外事業は、昨年営業運転を開始したタイ国ウタイガス火力発電所（1 号系列：平成 27 年 6 月、2

号系列：平成 27 年 12 月）が期間を通して稼働したこと等により、前年同期に対し 37.4％増加の 79 億 kWh

となりました。 

 

②収支の概要 

収入面は、電気事業の燃料価格及び火力発電所利用率の低下等により、売上高（営業収益）は、前年同

期に対し 13.3％減少の 3,466 億円となりました。これに営業外収益を加えた四半期経常収益は、前年同期

に対し 13.0％減少の 3,579億円となりました。 

一方、費用面は、退職給付費用や火力発電所定期点検等修繕費の増加はあったものの、燃料価格及び火

力発電所利用率の低下等による燃料費の減少に加え、当社が当期より減価償却方法を変更（定率法→定額法）

したことによる減価償却費の減少等により、営業費用は前年同期に対し 11.0％減少の 3,034 億円となりま

した。これに営業外費用を加えた四半期経常費用は、前年同期に対し 11.1％減少の 3,213 億円となりまし

た。 

この結果、経常利益は前年同期に対し 26.9％減少の 365 億円となり、法人税等を差し引いた親会社株主

に帰属する四半期純利益は、前年同期に対し 25.9％減少の 271億円となりました。 

 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報 

①資産・負債・純資産の状況 

資産については、円高の影響等により、前年度末から 590億円減少し 2兆 4,816億円となりました。 

一方、負債については、前年度末から 667 億円減少し 1 兆 7,985 億円となりました。このうち、有利子

負債額は前年度末から 601億円減少し 1兆 5,686億円となりました。なお、有利子負債額のうち 2,708億円

は海外事業のノンリコースローン（責任財産限定特約付借入金）です。 

また、純資産については、円高による為替換算調整勘定の減少はあったものの、連結子会社株式の一部

譲渡等により、前年度末から 76億円増加し 6,830億円となりました。 

以上の結果、自己資本比率は、前年度末の 26.2％から 26.4％となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や減価償却費の減少等により、前

年同期に対し 239億円減少の 269億円の収入となりました。 
 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投融資の回収による収入が減少したこと等から、前年同期に

対し 168億円増加の 538億円の支出となりました。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債・借入金による資金調達の増加及び連結子会社株式の一

部譲渡等により、前年同期の 752億円の支出に対し 169億円の収入となりました。 
 

以上の結果、現金及び現金同等物の当四半期末残高は、前年度末残高に対し 157 億円減少の 1,441 億円

となりました。 

 

(3) 連結業績予想に関する定性的情報 

平成 28年 4月 28日（個別は平成 28年 9月 27日）に公表した業績予想に変更はありません。 

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

  会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

（渇水準備引当金の計上） 

当社は、渇水による損失に備えるため、渇水準備引当金を計上しておりましたが、「電気事業法等の

一部を改正する法律」（平成 26年法律第 72号）が平成 28年 4月 1日に施行されたことに伴い、前連結

会計年度に計上していた渇水準備引当金は、「渇水準備引当金に関する省令」（平成 28 年経済産業省令

第 53号）附則第 5条に基づき取り崩しを行い期首の利益剰余金に加算しております。 

この結果、当第 2四半期連結累計期間の期首の渇水準備引当金が 116百万円取り崩され、利益剰余金

が 83百万円増加しております。 

 

（借入金利子の資産取得原価算入） 

当社は、電気事業固定資産の建設のために充当した資金の利子について、電気事業会計規則（昭和

40 年通商産業省令第 57 号）に基づき、当該資産の建設価額に算入しておりましたが、第 1 四半期連結

会計期間より当該資産の建設価額に算入しない方法に変更しております。 

従来、当社は卸電気事業における料金について必要と想定される適正な原価に事業報酬を加えて算定

する原価主義を採用していましたが、平成 28 年 4 月の卸規制の撤廃により、この原価主義に基づく料

金規制が廃止されました。 

こうした状況を受け、建設価額に算入していた利子を将来の受益者に負担させる制度的担保がなく

なった影響を、電気事業固定資産及び固定資産仮勘定により適切に反映するため、会計方針を変更しま

した。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表は、電気事業固定資産及び

固定資産仮勘定がそれぞれ 3,978 百万円、3,734 百万円減少し、前第 2 四半期連結累計期間の連結損益

計算書は、減価償却費の減少により営業利益が 269百万円増加し、支払利息の増加と併せて経常利益及

び税金等調整前四半期純利益がそれぞれ 103百万円減少しております。また、前連結会計年度の期首の

純資産に累積的影響額が反映されたことにより、利益剰余金の前期首残高は 5,911百万円減少しており

ます。 

 

（平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

一部国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に

関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平成 28年 6月 17日）を第 1四半期連結会計期間に適

用し、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定

額法に変更しております。 

なお、当第 2四半期連結累計期間における四半期連結財務諸表への影響は軽微であります。 
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（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

（有形固定資産の減価償却の方法） 

当社は、建物及び構築物並びに機械装置の減価償却方法は定率法を採用していましたが、第 1四半期

連結会計期間より定額法に変更しております。 

「エネルギー基本計画（平成 26 年 4 月 閣議決定）」や「長期エネルギー需給見通し（平成 27 年 7

月 経済産業省策定）」において、当社が主力とする石炭火力発電及び水力発電は長期的に重要なベー

スロード電源と位置づけられました。 

当社の事業環境は、平成 28 年 4 月からの電力の小売全面自由化及び卸規制の撤廃により大きく変化

しました。卸規制の撤廃により一般電気事業者への電力供給義務がなくなり、当社が卸電力市場に電力

を供給することによる市場活性化への貢献が期待されています。こうした状況を受け、当社では、自由

化が進展する国内市場で価格競争力のある電源設備を安定的に運用稼働することで、一層の成長を実現

し、同時に競争的な市場の実現に不可欠な卸電力市場活性化に向けて期待される役割を果たすため、中

期経営計画において、当社が保有する石炭火力発電、水力発電、及び送変電設備の安定稼働を重点取組

の一つとしました。 

こうした状況を踏まえ、国内事業用設備の自主的な安定稼働の実態をより適切に反映するため、国内

事業用設備の減価償却方法を定額法に変更しました。 

この変更により、従来の方法と比べて、当第 2四半期連結累計期間の減価償却費が減少し、営業利益

は 8,773百万円増加し、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ 8,774百万円増加しており

ます。 

 

電源開発㈱(9513) 平成29年3月期 第2四半期決算短信

4



　 ３．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部

固定資産 2,232,286 2,167,999

電気事業固定資産 948,252 959,166

水力発電設備 343,193 342,695

汽力発電設備 313,744 319,816

内燃力発電設備 3,754 3,524

新エネルギー等発電設備 35,960 42,989

送電設備 161,491 159,369

変電設備 29,884 29,086

通信設備 8,449 7,986

業務設備 51,772 53,697

海外事業固定資産 357,448 307,213

その他の固定資産 101,827 87,956

固定資産仮勘定 441,080 451,069

建設仮勘定及び除却仮勘定 441,080 451,069

核燃料 73,447 73,482

加工中等核燃料 73,447 73,482

投資その他の資産 310,231 289,111

長期投資 234,506 208,429

繰延税金資産 43,818 45,310

その他 31,950 35,417

貸倒引当金（貸方） △45 △45

流動資産 308,436 313,642

現金及び預金 87,659 113,262

受取手形及び売掛金 66,312 76,529

短期投資 72,410 31,050

たな卸資産 41,199 43,792

繰延税金資産 5,268 4,909

その他 35,601 44,143

貸倒引当金（貸方） △14 △45

資産合計 2,540,723 2,481,641
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部

固定負債 1,561,072 1,494,092

社債 575,079 499,886

長期借入金 867,276 865,811

リース債務 479 431

その他の引当金 89 94

退職給付に係る負債 65,912 64,595

資産除去債務 11,685 11,134

繰延税金負債 18,294 15,893

その他 22,254 36,245

流動負債 304,100 304,491

1年以内に期限到来の固定負債 158,131 186,109

短期借入金 28,009 16,608

支払手形及び買掛金 37,033 28,638

未払税金 23,344 19,268

その他の引当金 265 208

資産除去債務 635 556

繰延税金負債 22 4

その他 56,656 53,095

特別法上の引当金 116 －

渇水準備引当金 116 －

負債合計 1,865,289 1,798,584

純資産の部

株主資本 650,817 681,832

資本金 180,502 180,502

資本剰余金 109,902 120,046

利益剰余金 360,418 381,289

自己株式 △4 △4

その他の包括利益累計額 15,775 △26,908

その他有価証券評価差額金 12,516 10,466

繰延ヘッジ損益 △14,395 △20,081

為替換算調整勘定 30,464 △8,416

退職給付に係る調整累計額 △12,809 △8,875

非支配株主持分 8,839 28,133

純資産合計 675,433 683,057

負債純資産合計 2,540,723 2,481,641
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業収益 400,001 346,623

電気事業営業収益 299,945 253,038

海外事業営業収益 75,313 71,866

その他事業営業収益 24,742 21,718

営業費用 340,969 303,497

電気事業営業費用 252,173 222,696

海外事業営業費用 62,610 57,193

その他事業営業費用 26,185 23,606

営業利益 59,032 43,125

営業外収益 11,465 11,283

受取配当金 1,756 1,041

受取利息 471 387

持分法による投資利益 7,436 5,214

為替差益 － 3,463

その他 1,801 1,176

営業外費用 20,506 17,847

支払利息 15,240 14,437

その他 5,265 3,409

四半期経常収益合計 411,466 357,906

四半期経常費用合計 361,475 321,344

経常利益 49,991 36,561

渇水準備金引当又は取崩し 36 －

渇水準備金引当 36 －

税金等調整前四半期純利益 49,954 36,561

法人税、住民税及び事業税 10,922 8,622

法人税等調整額 1,866 △494

法人税等合計 12,788 8,127

四半期純利益 37,165 28,434

非支配株主に帰属する四半期純利益 447 1,240

親会社株主に帰属する四半期純利益 36,718 27,193
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

四半期純利益 37,165 28,434

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,006 △2,046

繰延ヘッジ損益 1,780 △8,401

為替換算調整勘定 △4,606 △24,852

退職給付に係る調整額 △782 3,929

持分法適用会社に対する持分相当額 858 △22,054

その他の包括利益合計 △5,757 △53,424

四半期包括利益 31,408 △24,990

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 31,013 △24,127

非支配株主に係る四半期包括利益 395 △862
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 49,954 36,561

減価償却費 45,990 36,776

減損損失 5 2,399

固定資産除却損 1,034 1,457

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,738 4,033

渇水準備引当金の増減額（△は減少） 36 －

受取利息及び受取配当金 △2,228 △1,428

支払利息 15,240 14,437

売上債権の増減額（△は増加） △15,825 △14,010

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,351 △3,203

仕入債務の増減額（△は減少） △15,151 △11,633

持分法による投資損益（△は益） △7,436 △5,214

その他 △2,991 △11,813

小計 63,541 48,362

利息及び配当金の受取額 7,355 5,045

利息の支払額 △15,158 △14,705

法人税等の支払額 △4,850 △11,790

営業活動によるキャッシュ・フロー 50,887 26,913

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △51,656 △48,938

投融資による支出 △958 △1,341

投融資の回収による収入 13,453 1,352

その他 2,170 △4,898

投資活動によるキャッシュ・フロー △36,990 △53,826

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 － 29,892

社債の償還による支出 △60,799 △60,000

長期借入れによる収入 48,801 74,787

長期借入金の返済による支出 △47,691 △52,092

短期借入れによる収入 47,507 43,942

短期借入金の返済による支出 △58,257 △54,803

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 － 15,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 － △15,000

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の
売却による収入

－ 42,363

配当金の支払額 △6,402 △6,405

その他 1,552 △718

財務活動によるキャッシュ・フロー △75,291 16,966

現金及び現金同等物に係る換算差額 △330 △5,850

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,724 △15,797

現金及び現金同等物の期首残高 236,439 159,949

現金及び現金同等物の四半期末残高 174,715 144,152
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

(5) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

(6) 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26 号 平成 28 年 3 月 28

日）を第 1四半期連結会計期間から適用しております。 
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連　結　収　支　比　較　表

平成２８年　４月　１日から
平成２８年　９月３０日まで

（単位：百万円）
前第2四半期 当第2四半期
(A) (B) (B-A) (B-A)/A

400,001 346,623 △ 53,378 △ 13.3%

299,945 253,038 △ 46,906 △ 15.6%

274,268 227,086 △ 47,181 △ 17.2%

24,495 24,510 15 0.1%

1,181 1,441 259 22.0%

75,313 71,866 △ 3,447 △ 4.6%

24,742 21,718 △ 3,024 △ 12.2%

340,969 303,497 △ 37,471 △ 11.0%

252,173 222,696 △ 29,476 △ 11.7%
15,111 21,720 6,609 43.7%
116,980 84,133 △ 32,847 △ 28.1%
33,234 35,979 2,745 8.3%
13,681 16,149 2,467 18.0%
12,745 12,046 △ 699 △ 5.5%
36,648 26,158 △ 10,490 △ 28.6%
23,771 26,510 2,739 11.5%

62,610 57,193 △ 5,416 △ 8.7%

26,185 23,606 △ 2,578 △ 9.8%

59,032 43,125 △ 15,906 △ 26.9%

11,465 11,283 △ 182 △ 1.6%

1,756 1,041 △ 714 △ 40.7%

471 387 △ 84 △ 17.9%

7,436 5,214 △ 2,222 △ 29.9%

- 3,463 3,463 -

1,801 1,176 △ 624 △ 34.7%

20,506 17,847 △ 2,659 △ 13.0%

15,240 14,437 △ 803 △ 5.3%

5,265 3,409 △ 1,855 △ 35.2%

411,466 357,906 △ 53,560 △ 13.0%

361,475 321,344 △ 40,130 △ 11.1%

49,991 36,561 △ 13,429 △ 26.9%

36 - △ 36 -

49,954 36,561 △ 13,393 △ 26.8%

10,922 8,622 △ 2,300 △ 21.1%
1,866 △ 494 △ 2,361 -

37,165 28,434 △ 8,731 △ 23.5%

447 1,240 792 177.1%

36,718 27,193 △ 9,524 △ 25.9%

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

四 半 期 経 常 費 用 合 計

そ の 他 事 業 営 業 費 用

減 価 償 却 費
そ の 他

海 外 事 業 営 業 費 用

受 取 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

そ の 他

四 半 期 経 常 収 益 合 計

［参考－１］

増減

燃 料 費

そ の 他 事 業 営 業 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

そ の 他

海 外 事 業 営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用
人 件 費

電 気 事 業 営 業 収 益

親会社株主に帰属する四半期純利益

四 半 期 純 利 益

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額
法人税、住民税及び事業税

非支配株主に帰属する四半期純利益

租 税 公 課

修 繕 費

渇 水 準 備 金 引 当

営 業 利 益

受 取 配 当 金

支 払 利 息

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

委 託 費

為 替 差 益

そ の 他

経 常 利 益
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［参考－２］

［最大出力及び販売電力量等比較表］

（１）最大出力
（単位：ｋＷ）

平成28年3月期 平成29年3月期
第2四半期末 第2四半期末
（A） （B） （B-A）

電気事業 17,708,550 17,735,350 26,800

水力 8,570,670 8,571,070 400

火力 8,735,420 8,735,420 -

風力 402,460 428,860 26,400

海外事業 3,190,000 3,990,000 800,000

合計 20,898,550 21,725,350 826,800

（２）販売電力量の実績
（単位：百万ｋＷｈ）

平成28年3月期 平成29年3月期
第2四半期 第2四半期
（A） （B） （B-A）

電気事業 34,003 29,432 △ 4,570

水力 5,987 4,566 △ 1,420

火力 27,724 24,580 △ 3,144

風力 291 285 △ 5

海外事業 5,792 7,956 2,164

合計 39,796 37,389 △ 2,406

（３）出水率の実績
（単位：％）

平成28年3月期 平成29年3月期
第2四半期 第2四半期
（A） （B） （B-A）

出水率 109 88 △ 21

増減

増減

増減
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［参考－３］

（単位：百万円）
前第2四半期 当第2四半期
（A） （B） (B-A） （B-A)/A

293,097 246,742 △ 46,355 △ 15.8%

287,322 241,629 △ 45,692 △ 15.9%

260,820 214,893 △ 45,926 △ 17.6%

24,495 24,510 15 0.1%

2,006 2,225 218 10.9%

5,775 5,112 △ 662 △ 11.5%

253,648 224,573 △ 29,074 △ 11.5%

248,473 219,896 △ 28,576 △ 11.5%

15,623 20,808 5,184 33.2%

113,488 82,141 △ 31,347 △ 27.6%

33,231 37,743 4,512 13.6%

12,328 11,844 △ 484 △ 3.9%

35,793 24,585 △ 11,208 △ 31.3%

38,007 42,774 4,767 12.5%

5,175 4,677 △ 497 △ 9.6%

39,449 22,168 △ 17,281 △ 43.8%

8,753 22,773 14,019 160.2%

10,196 8,598 △ 1,598 △ 15.7%

9,168 8,030 △ 1,137 △ 12.4%

1,028 567 △ 460 △ 44.8%

301,851 269,515 △ 32,336 △ 10.7%

263,844 233,172 △ 30,672 △ 11.6%

38,006 36,343 △ 1,663 △ 4.4%

36 - △ 36 -

37,970 36,343 △ 1,626 △ 4.3%

9,031 5,061 △ 3,969 △ 44.0%

471 △ 187 △ 658 -

28,467 31,468 3,001 10.5%

（注）百万円未満を切捨てて表示しております。

財 務 費 用

そ の 他

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益

電 気 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用

人 件 費

燃 料 費

修 繕 費

租 税 公 課

減 価 償 却 費

そ の 他

他 社 販 売 電 力 料

託 送 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

四 半 期 経 常 収 益 合 計

四 半 期 経 常 費 用 合 計

経 常 利 益

四 半 期 純 利 益

渇 水 準 備 金 引 当

税 引 前 四 半 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 収 益

個　別　収　支　比　較　表

増減

平成２８年　４月　１日から
平成２８年　９月３０日まで
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